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プロジェクト研究課題名 安定的かつ効率的な食料供給システムの構築に関する研究 

研 究 実 施 期 間 平成２６年度 ～ 平成２８年度 

プロジェクト研究の概要 近年、単身世帯の増加等を背景に食の外部化が進展する中で、簡便

化志向や低コスト化志向が強まる一方で、国内原料や製法にこだわっ

た製品等質的なニーズも広がっており、食料消費の多様化に的確に対

応したサプライチェーンの構築が求められている。 

また、東日本大震災の影響により広範囲にわたって食品事業者が被

災する中で、食料の安定供給に関する消費者の関心が高まった。この

経験を踏まえ、食品事業者等による事業継続計画（BCP）の策定など

大規模災害の被災後の食料の安定供給に向けた取組みが進められつ

つある。災害以外にも、近年、国内外における家畜の伝染病や需給変

動等による、食料供給の不安定性が指摘されており、加工・流通段階

のみならず、産地・生産段階における食料供給の安定性が求められて

いる。 

このため、今後、ますます海外の農産物との競合関係が強まってい

くことが見込まれる中で、国内産農産物の需要を確保し、的確に供給

していくためのサプライチェーンを通じた条件を解明する。また、我

が国におけるこうした食料消費・供給をめぐる内外の状況を踏まえ、

食料供給の不安定要因や将来の消費動向を適切に把握しつつ、食料サ

プライチェーンにおける効率性と安定性のバランスのあり方を解明

する。 

本年度は、人口減少や高齢化等の進展も踏まえた、各品目・各段階

を対象とする食料消費全体のマクロ分析により将来の我が国の食料

消費の予測を行うとともに、主要農産物（麦類、大豆、野菜、果実、

肉類、水産物）について、市場の成熟や価値観の多様化の下で、国産

農産物の需要を拡大し、的確に対応していくための課題を、サプライ

チェーンや外国産との競合状況も異なる品目や主産地毎に分析した。

また、食料品アクセス問題について、概ね 10 年後のアクセス状況を

予測し、安定的な食料供給システムに向けた課題を分析した。小課題

は、食料消費分析、主要農産物の品目別分析、食料品アクセスである。

 



評 価 結 果 
 

○評価会議名及び開催日 
「安定的括効率的な食料供

給システムの構築に関する

研究」プロジェクト研究評価

会 

平成２７年３月４日開催 

 

 

○評価 委員名 

木立真直委員 

（中央大学商学部教授） 

佐藤和憲委員 

（岩手大学農学部教授） 

福田晋委員 

（九州大学大学院農学研究

院教授） 

 

○評 価 基 準 
・社会的ニーズへの対応

S:非常に大きな意義がある  

A:大きな意義がある 

B:意義がある  

C:意義が小さい  

D:意義は見い出しがたい 

 

・政策の企画・立案への

貢献 

S:非常に大きな貢献が見込める

A:大きな貢献が見込める 

B:貢献が見込める  

C:貢献は小さい 

D:貢献は見込みがたい 

 

・学術面からみた研究成

果の評価 

S:学術的に非常に高く評価でき

る  

A:学術的に高く評価できる  

B:学術的に評価できる  

C:学術的な評価はやや低い  

D:学術的な評価は低い 
 

 

（１）食料消費分析に関する研究 

【評価項目ごとの評価】 

（ ）は３名の委員の投票数を示す。 

○社会的ニーズへの対応 

Ｓ評価（１）、Ａ評価（２） 

○政策の企画・立案への貢献 

Ａ評価（３） 

○学術面からみた研究成果の評価 

Ａ評価（１）、Ｂ評価（２） 

○研究計画の妥当性 

Ａ評価（３）  

○研究資源・実施体 制 の 妥 当 性 

Ａ評価（２）、Ｂ評価（１）  

○研究目標の達成度 

Ａ評価（３） 

 

【総合評価】（ ）は３名の委員の投票数を示す。 

１．順調に進行しており、問題はない（３） 

 

（２）主要農産物の品目別分析に関する研究 

【評価項目ごとの評価】 

（ ）は３名の委員の投票数を示す。 

○社会的ニーズへの対応 

Ａ評価（２）、Ｂ評価（１） 

○政策の企画・立案への貢献 

Ｂ評価（３） 

○学術面からみた研究成果の評価 

Ｂ評価（２）、Ｃ評価（１） 

○研究計画の妥当性 

Ｂ評価（２）、Ｃ評価（１） 

○研究資源・実施体制の妥当性 

Ｂ評価（２）、Ｃ評価（１） 

○研究目標の達成度 

Ｂ評価（２）、Ｃ評価（１） 

 

【総合評価】（ ）は３名の委員の投票数を示す。 

２．ほぼ順調であるが、改善の余地がある（３） 
 



・ 研究計画の妥当性 

S:非常に良い  

A:妥当である  

B:概ね妥当である  

C:やや妥当でない  

D:見直しが必要である

 

・研究資源・実施体制の

妥当性 

S:非常に良い  

A:妥当である  

B:概ね妥当である  

C:やや妥当でない  

D:見直しが必要である

 

・研究目標の達成度 

S:達成度は非常に高い

A:達成度は高い  

B:概ね達成している 

C:達成度はやや低い 

D:達成度は低い 

 

・総合評価 

１．順調に進行しており、
問題はない 

２．ほぼ順調であるが、改
善の余地がある 

３．計画等を変更する必要
がある 

４．中止すべきである 

（３）食料品アクセス問題に関する研究 

【評価項目ごとの評価】 

（ ）は３名の委員の投票数を示す。 

○社会的ニーズへの対応 

Ｓ評価（１）、Ａ評価（１）、Ｂ評価（１） 

○政策の企画・立案への貢献 

Ａ評価（２）、Ｂ評価（１） 

○学術面からみた研究成果の評価 

Ａ評価（２）、Ｂ評価（１） 

○研究計画の妥当性 

Ａ評価（３） 

○研究資源・実施体 制 の 妥 当 性 

Ａ評価（２）、Ｂ評価（１） 

○研究目標の達成度 

Ｓ評価（１）、Ａ評価（２） 

 

【総合評価】（ ）は３名の委員の投票数を示す。 

１．順調に進行しており、問題はない（２） 

２．ほぼ順調であるが、改善の余地がある（１） 

 

【評価委員からの主な意見】 

（１）食料消費分析に関する研究 

○ 社会的にも大きな評価を得ており、農林水産政策研究所に相応

しい研究となっている。 

○ 現代的な食の消費傾向が理解できる分析内容であり、大変示唆

に富む研究成果である。とりわけ、外食が低迷ないし縮小する中

で、加工(≒中食)が増えるという傾向は、従来の食の外部化の内

訳が明確に変わることを意味する。このことが、我が国国民の食

による健康、栄養等の側面でどのような意義があるかを明らかに

するかは、今後の重要な課題である。 

○ やや一般的なコメントになるが、将来推計は、前提条件毎の複

数（例えば３つ）の推計値を提示することも考えられる。また、

数年毎などの時間の経過とともに見直しを行うことが望ましい

のではないか。 

○ 農林水産政策研究所の研究成果は、基本的には、政策立案の基

礎となるものであることはもちろんであるが、同時に、省庁間の

垣根を越えた利活用、さらには広く社会的に利用されることが期

待される。そのためには、社会に向けて広く発信することの重要

性はますます高まってきている。 

 

（２）主要農産物の品目別分析に関する研究 



○ 作物・部門別の課題であるので方法論が異なるのはやむを得な

いが、研究の主要な視点・視角については、統一感を出すように

工夫した方が良いのではないか。 

○ 畜産、水産の課題については調査及び分析の方法について、再

検討した方がよいのではないか。 

○ 品目別であり、政策体系が異なっても研究のフレームワークあ

るいは視点ということから統一感が欲しかった(決して方法論を

意味しない)。例えば、業務用をはじめとする実需との連携の構

築が求められる中で、信頼関係に基づいたサプライチェーンとい

った観点は重要な共通キーワードのように思える。とりわけ、畜

産のみ突出して銘柄(ブランド)のことを取り扱っていた点は奇

異に感じる。畜産分野、水産分野は(方法論にとどまらず)明確な

研究課題の提示と課題に即した研究成果が出るように、早急に対

応すべきである。 

○ 品目別の研究は施策の立案にとって不可欠である。新たに水産

物やカットフルーツなども対象に加えられたことを高く評価し

たい。 

○ 新たな方法論の適用が研究の前進にとってもつ意義は大きい

ものの、単なる方法論の検証でよいわけではない。本格的な実証

分析の展開が求められる。 

○ 品目の多様性・個別性を認めつつも、農林水産業振興における

共通する基本的価値・目標の共有を前提に、品目別の生産・流通

の活性化や需要拡大の意義について明確にすることが必要であ

る。 

 

（３）食料品アクセス問題に関する研究 

○ 交通・地理的アクセスを主要因としたフードデザート問題とし

ては大きな成果があがったと評価できる。今後、所得(貧困)を考

慮したフードセキュリティの課題に発展させたら良いのではな

いか。 

○ 非常に興味深い問題であるが、大都市郊外地域、中山間地域の

みならず、食料品アクセス問題は、「街づくり」問題と考えるこ

とができる。商学サイドでは街づくりは、中心市街地の空洞化で

議論されているが、農村計画、都市計画サイドでは、食のアプロ

ーチという点からの「街づくり」の議論はほとんど行われていな

い。農業経済学（ここで期待することは困難かもしれない）、フ

ードシステムも含めて、食料品アクセスという視点からの「街づ

くり」研究が必要といえよう。 

○ 全体として高い成果をあげている。ただ、分析枠組みが店舗小

売業を想定したものとなっており、今後、その拡大が予測される

無店舗小売業の展開が消費者の食アヴェイラビリティに及ぼす

影響も組み込んだ分析がとくに長期予測では求められる。 



○ 食の多様性が生鮮食品の購入と調理を通して実現することは

事実である。しかし、中食の増加が食の多様性に与える影響はや

や複雑であり、外部化における中食の評価についての立ち入った

考察も期待したい。 

今 後 の 対 応 方 針 評価委員からの指摘、26年度の研究成果等を踏まえ、さらに研究を

深める必要のある課題や継続的に行うべき課題については、行政から

のニーズも勘案しつつ、27年度研究課題の中で引き続き調査、分析に

取り組んでいく。 

具体的には、27年度には、海外の農産物との競合関係が強まること

が見込まれる中で、主要農産物（麦類、大豆、野菜、果実、水産物）

について、消費者ニーズの変化に対応した、特に加工・中食向けの国

産農産物の需要を確保し、的確に供給していくためのサプライチェー

ン各段階を通じた諸条件を解明する。 

また、地域ブランドチームを立ち上げて、新たに制度化された地理

的表示制度等を活用した農林水産物・食品の地域ブランド化の実態、

対応上の課題を把握・分析するとともに、ブランド価値に影響を与え

る要素（品質等の情報、品質の遵守体制等）について分析する。 

さらに、超高齢化社会におけるフードシステムのあり方に関する研

究として、食料品アクセスに関し、地方都市中心市街地と農山村につ

いて2010年に行った調査後の変化を検証するとともに、食料品アクセ

ス問題が食品摂取に及ぼす影響について分析する。 

 


